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研究要旨： 岐阜県多治見市における発達障害の子どもの支援ニーズの把握のため

に多治見市在住の小学校１年生、小学校６年生児童を対象に教育機関へのアンケ

ート調査を行うとともに、発達障害診療を行なっている医療機関における診療録

調査を行なった。 

 教育機関、医療機関における支援ニーズの調査からは、小学校１年生の時点で

広汎性発達障害が疑われる児童の割合は 4.56%であり、そのうちの 76.1%はす

でに医療機関受診をしていた。このような傾向は前年度までと同様であり、多治

見市においてはある程度、早期発見、早期受診が進んでおり、就学前には受診に

至る傾向が続いていると言える。 

 

Ａ．研究目的 

 発達障害の早期発見と早期支援の開始の

重要性が強く叫ばれるようになり、各地域

において具体的な取り組みが推進されつつ

あるが、その進捗には地域格差も大きい。

また、大都市と小規模都市では、おのずと

できることも異なってくる。従って、特性

の異なる自治体における発達障害の支援ニ

ーズを把握し、発達障害の支援システムの

現状について調査を行い、地域の特性に応

じた発達障害の子どもや家族の支援システ

ムのモデルを提示することには大きな意義

がある。そのような背景から、前年度に引

き続き本年度も発達障害の支援ニーズに関

する疫学的調査を行った。 

Ｂ．研究方法 

1. 発達障害の支援ニーズに関する調査 

 教育機関（各学校）が発達障害について

把握している、もしくは疑いを持っている

子どもたちがどの程度認められるか調査す

るために、多治見市内の小中学校と多治見

市市在住の生徒が通う特別支援学校の小学

校１年生、６年生を対象としたアンケート

調査を行った。（回収率は１００％） 

 さらに、当地域の発達障害診療を行って

いる医療機関である、大湫病院、土岐市立

総合病院において、該当学年における発達

障害の有病率を調査するため，診療録より

診断名,診断を受けた年齢，IQ 等について調

査を行った。 
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（倫理面への配慮） 

 教育委員会におけるアンケート調査にお

いては、個人を特定し得ることのないよう

に数的情報のみを取り扱った。   

 医療機関における診療録調査においては、

一般診療行為から得られる臨床情報のみを

診療録等を介して収集，利用することが目

的であり，倫理的な問題は生じない。診療

録からの転記の際，また外部の機関との情

報の受け渡しの際には個人情報が漏れない

ように厳重に注意を行った。 

また、インフォームド・コンセントは取ら

ないが，研究の意義・目的・方法、問合せ

先等を記載したポスターを外来に掲示し，

情報の公開を行った。また、本研究を行う

にあたって、各医療機関における倫理委員

会の承認を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

1.発達障害の支援ニーズに関する調査 

 (1) 小学校１年生児童の調査 

<表 1> 

学校アンケート調査と医療機関調査の比較 

多治見市
小学１年

N＝920（2）

教育

（）内は教
育機関にお
ける診断把
握率

医療機関

発達障害全体 13.3(6.3) 3.36

広汎性発達障害 4.56(3.47) 2.06

多動性障害 3.91(0.76) 0.21

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ障害 1.3(0.65) 0.43

学習障害 0.54(0) 0

精神遅滞 1.41(1.08) 0.54

その他 0.86(0.21) 0.1

境界知能 0.76(0.1) 0
 

 平成 30 年度の多治見市の小学校１年生

児童（N=920）においては、教育機関にて

広汎性発達障害が疑われ、支援ニーズのあ

る児童が 4.56%、多動性障害が疑われ支援

ニーズのある児童が 3.91%認められ、境界

知能を含む発達障害全体では13.3%の支援

ニーズが存在した。教育機関で支援ニーズ

が把握されている広汎性発達障害が疑われ

る児童のうち 76.1%が医療機関を受診し、

診断されていることを教育機関が把握して

いた。多動性障害が疑われる児童のうち、

19.4%が医療機関で診断を受けていること

を教育機関が把握していた。 

一方、医療機関を受診し、広汎性発達障

害と診断されている児童は 2.06%、多動性

障害と診断されている児童は0.21%であっ

た。発達障害全体で 3.36%が何らかの発達

障害として診断を受けていた。 

<表 2> 

医療機関調査の内訳 

多治見市
小学1年
N＝920(2)

不登校
人（％）

反抗
人（％）

非行
人（％）

広汎性発達障害
N＝19

1
（5.26）

0 0

多動性障害
N＝2

0 0 0

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ障害
N＝4

0 0 0

学習障害
N＝0

0 0 0

精神遅滞
N＝5

0 0 0

その他
N＝1

0 0 0

境界知能
N＝0

0 0 0
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 多治見市の小学校１年生児童においては、

広汎性発達障害児１名(5.26%)に不登校が

認められた。反抗挑戦症、素行症の併発は

認められなかった。 

 

(2) 小学６年生児童の調査 

<表 3> 

学校アンケート調査と医療機関調査の比較 

多治見市
小学6年
N＝949(1)

教育

（）内は教育
機関におけ
る診断把握
率

医療機関

発達障害全体 11.4(6.32) 4.95

広汎性発達障害 5.16(2.73) 2.31

多動性障害 1.58(1.36） 0.94

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ障害 0.52(0.1) 0.52

学習障害 0.73(0.21) 0

精神遅滞 1.26(1.26) 0.42

その他 1.05(0.63) 0.63

境界知能 1.15(0) 1.15
 

 平成 30 年度の多治見市の小学校 6 年生児

童（N = 949）においては、教育機関にて

広汎性発達障害が疑われ、支援ニーズのあ

る児童が 5.16%、境界知能を含む発達障害

全体では 11.4%の支援ニーズが存在した。 

 広汎性発達障害が疑われる児童のうち

52.9%が医療機関を受診し、診断されてい

ることを教育機関が把握しており、多動性

障害が疑われる児童のうち、86.1%が医療

機関で診断を受けていることを教育機関が

把握していた。 

一方、医療機関を受診し、広汎性発達障害

と診断されている児童は 2.31%認められ、

境界知能を含む発達障害全体で4.95%が何

らかの発達障害として診断を受けていた。 

<表 4>  

医療機関調査の内訳 

多治見市
小学6年
N＝949(1)

不登校
人（％）

反抗
人（％）

非行
人（％）

広汎性発達障害
N＝23

1
(4.35)

0 0

多動性障害
N＝9

0 2
(22.2)

0

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ障害
N＝5

0 0 0

学習障害
N＝0

0 0 0

精神遅滞
N＝4

0 0 0

その他
N＝5

0 0 0

境界知能
N＝1

0 0 0

 

広汎性発達障害のうちの１名(4.35%)に不

登校が認められた。多動性障害のうちの 2

名(22.2%)に反抗挑戦症を認めた。素行症の

併発は認められなかった。 

 

3.発達障害の支援ニーズに関する調査の 5

年間の推移 

(１)小学校１年生児童の調査 

<表 5> 

多治見市の小学校１年生児童の教育機関

における発達障害の把握率の推移 

 

 <表 5>は多治見市の教育機関調査におけ

るこの 6 年間の推移を抜粋したものである。 
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 広汎性発達障害の支援ニーズの把握の推

移を見てみると、平成 25 年度の調査開始時

点が 5.89%であり、その後も概ね４％台の

推移が続いており、大きな変動は少ない。

発達障害全体で概観しても、細かな変動は

見られるが、概ね把握されている支援ニー

ズは 10%前後で変化が少ない。 

 

(２)小学校６年生児童の調査 

<表 6> 

多治見市の小学校６年生児童の教育機関に

おける発達障害の把握率の推移 

 

 <表 6>は多治見市の教育機関調査におけ

る発達障害の把握率の推移を抜粋したもの

である。平成 25 年度の時点における広汎性

発達障害が疑われ、支援ニーズが把握され

ている児童の割合は 4.36%であり、平成 29

年度調査までは、やや減少傾向が示唆され

ていたが、本年度は広汎性発達障害が疑わ

れ、支援ニーズが把握されている児童の割

合は 5.16%、発達障害全体で 11.4%であっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.平成 25 年度の小学校 1 年生の追跡調査 

6 年間の推移 

<表 7> 平成 25 年度の小学校１年生児童の

医療機関調査における 6 年間の推移 

 
<表 7>は平成 25 年度に調査を行なった小

学校１年生児童の追跡調査の結果の要約で

ある。小学校 1 年生時点での医療機関にお

ける把握率は、広汎性発達障害が 2.91%、

多動性障害が 0.62%であり、発達障害全体

で 5.1%であった。その後も広汎性発達障害

の把握率は 2%から 3%台で推移しており、

大きな変動は見られない。発達障害全体で

みてもおおよそ 5%前後の把握であり、小

学校入学以降に事例化して受診が増加する

傾向は見出されなかった。 

<表 8>平成 25 年度の小学校１年生児童の

教育機関調査における 6 年間の推移 

 

<表 8>は平成 25 年度に調査を行なった小

学校１年生児童の教育機関における追跡調

査である。５年間で大きな数字の変動は少

なく、発達障害の支援ニーズの把握の推移

は概ね 10％程度である。 

 

Ｄ．考察 

1. 支援ニーズの調査から 

(1)小学校 1 年生児童、小学校６年生児童の

調査からみえてくるもの 

本年度の調査のいずれにおいても、教育機
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関の調査においては比較的高い支援ニーズ

が発達障害全体として認められる。中でも

広汎性発達障害の支援ニーズが小学校１年

生時点では最も高く、支援ニーズ全体に占

める割合も大きいのは前年度までと同様で

ある。この 6 年間の推移を見ても、小学校

1 年生児童の発達障害全体の支援ニーズの

把握率はおおよそ 10%前後と一定である。  

広汎性発達障害の支援ニーズの把握もここ

数年は概ね４−５％の水準で一定である。こ

のことから多治見市は支援ニーズの把握そ

のものは比較的早期から進んでいる地域で

あることを示唆している。 

医療機関受診に関しては、今回調査できた

医療機関での把握はそれほど高いとまでは

言えないが、学校側が受診を把握している

割合は比較的高い。広汎性発達障害の疑わ

れる児童の76.1%はすでに医療機関受診を

していることが示されており、発達障害全

体でも約半数は医療機関受診をしているこ

とが、教育機関調査からは示されている。  

以上のことから、多治見市では、例年のよ

うに早期に支援ニーズを把握された子ども

の多くが、就学前に受診をしていることが

示唆される 

多治見市には市の療育システムとしての

医療機関は有していない。岐阜県において

は、県内各圏域に発達障害を診療する外来

を委託、設置しており、多治見市のある東

濃圏域においては大湫病院、多治見市民病

院 小児科の２つの医療機関の外来が委託

され、発達障害診療を行なっており、これ

らの医療機関への受診が増加しているもの

と思われる。 

 また、もう一点考えられる背景として、

多治見市の特別支援教育における手続き上

の特徴がある。つまり、多治見市では特別

支援教育の利用にあたって、必ず医師の診

断書が求められており、特別支援学級への

入級から通級の利用に至るまで診断書が必

要であり、この制度そのものが受診の後押

しをしている可能性も考えられる。しかし、

本研究の限界として、受診に至った動機ま

で調査できていないため、今後の調査にお

いて受診増加に至った質的な検討が求めら

れるだろう。 

多治見市の小学校６年生の支援ニーズは、

発達障害全体でおおよそ 11%である。小学

校１年生における調査と同様、広汎性発達

障害が支援ニーズに占める割合が大きいよ

うである。 

 この 6 年間の推移をみてみると、多治見

市の小学校６年生児童の発達障害全体の支

援ニーズの把握率は、昨年までは全体にゆ

るやかな減少傾向にあり、支援が適切に機

能することにより、発達障害の支援ニーズ

がある子どもが少なくなってきていること

も考えられた。しかし、今年度は発達障害

全体の支援ニーズの把握率が高くなってい

る。この結果が本年度特有のものなのか、

今後も継続的な調査を行なっていきたい。 

(2) 平成 25 年度の小学校１年生児童の追

跡調査からみえてくるもの 

平成 25 年度の小学校１年生児童の教育機

関における把握率は概ね 10%強で大きな

変化は少なかった。 

医療機関受診が小学校入学以降に増加す

るような傾向も見られず、このコホートの

支援ニーズのある子どもたちの多くは、や

はり就学以前に医療機関受診をしているこ

とが示唆される。 

以上から多治見市は、発達障害の早期把
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握、早期支援がある程度進んでおり、就学

前に多くの子どもがその支援ニーズについ

て把握され、医療機関受診もする傾向にあ

ることが、本年度の調査からも示された。 

(3) 本調査の限界 

本報告書における 6 年間の推移における

考察は、過去 6 年間の調査に基づいて行っ

たが、対象となる医療機関が全て同一では

なく、平成 28 年度、29 年度は愛知県心身

障害者コロニー中央病院や県立多治見病院

のデータが得られていないため、解釈には

慎重を要し、単純な比較はできないという

点が本調査の限界として挙げられる。 

また、この 6 年間の間に、岐阜県瑞浪市

の所在する東濃圏域では、多治見市民病院 

小児科における発達障害診療が始まってお

り、データの集積生という点でも平成 25

年度から３年間と、平成 28 年度以降とでは

異なる。 

また、教育機関データについては、教師に

よるアンケート調査の結果であり、その性

質上、子ども自身が困っていることでなく、

教師の困っていることを反映してしまいや

すいと思われる。そのため、本人は困って

いても、周りは気がつきにくい特性である

不注意特性などは把握されにくい傾向にあ

るかもしれない。 
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